
 

令和２年度「地方公共団体の地域課題」公募 

実施要領 
 

１  目的 
地域が抱える様々な課題（人口減少、少子高齢化、地域経済の衰退、医師不足、

災害対応等）を解決する手段として、５Ｇ・IoT・AI などの ICT の役割が高まって

いる。これら ICT 利活用による地域の諸課題の解決は、ニュービジネスの創出や

生産性向上といった産業面での利用のみならず、交流人口の増加や地域ブランド

の向上といった地方創生・地域活性化の手段として期待されている。 

 

これを踏まえ、地方公共団体が抱えている地域課題に対し、ICT ソリューション

を有する大学・企業等から ICT を利活用した具体的な解決策を提案してもらい、

当該地域課題を解決することを目的として「地域課題解決マッチング会」を開催

する。 

 

これに先立ち、地方公共団体が抱える地域課題を公募する。 

 

２  公募の概要 
（１） 公募する課題 

公募する課題は、地方公共団体が抱えている地域課題とし、分野は特に問わ

ない。具体的な分野の例は以下のとおり。 

①教育、②医療・介護・健康、③子育て、④働き方、⑤防災、⑥農林水産

業、⑦地域ビジネス、⑧観光、⑨官民協働サービス、⑩スマートシティ、⑪

IoT 基盤 

 

 

（２）公募対象者  

東北管内の地方公共団体とする。 

 

（３）留意事項 

    その他、以下の点に留意すること。 

① 「地域課題解決マッチング会」（オンライン形式）に出席すること。 

（オンライン開催：1 回予定） 

② 「地域課題解決マッチング会」出席に係る web 費用等は出席者が負担するこ

と。  

 

 

３  公募手続 
（１） 応募書類 

ア 様式１ 令和２年度「地方公共団体の地域課題」応募書 

イ 様式２ 補足する資料（様式自由）があれば添付すること。 

 

（２） 応募期限 

別紙１ 



令和 2 年 11 月 30 日（月）午後 3 時（メール必着） 

 

（３） 応募方法 

応募書類（応募書類及びその他の補足資料）は、Microsoft Word、Microsoft 

PowerPoint 等で作成した電子ファイルで提出すること。 

 

（４） 送付先 

  東北総合通信局情報通信振興課内「東北情報通信懇談会 地域情報通信委員会

事務局」宛てに電子メール（件名を「令和２年度 地方公共団体の地域課題」とす

ること）で送付するとともに、電話でメール送付した旨を一報すること（郵送、

持ち込みは不要）。 

 

４  地域課題に対する解決策の提案 
公募により地方公共団体から提出された地域課題に対する解決策の提案につい

ては、大学・企業等から別途公募する。 
      
５  スケジュール 

概ね以下のスケジュールを想定している。ただし、諸事情により変更することが 

ある。 

令和 2 年 10～11 月   ：令和 2 年度地域課題公募 

令和 2 年 10 月 12 日(月)：令和 2 年度地域課題解決マッチング会説明会 ※ 

令和 2 年 11 月       ：地域課題整理 

令和 2 年 12 月       ：地域課題応募団体によるプレゼンテーション ※ 

令和 2 年 12～1 月    ：地域課題に対する解決策の提案の公募 

令和 3 年 2～3 月     ：地域課題解決マッチング会開催 ※ 

（※開催方法：オンライン会議形式（各１回予定）） 

 

６  実施要領に関する問い合わせ先 

総務省 東北総合通信局 情報通信振興課内  

東北情報通信懇談会 地域情報通信委員会  事務局 

 担当：伊藤、船島 

 電話：０２２－２２１－３６５５ 

 FAX ：０２２－２２１－０６１３ 

 E-mail：sinkokikaku-toh@ml.soumu.go.jp 
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